
（１）放射線療法、化学療法、手術療法
の更なる充実とこれらを
専門的に行う医療従事者の育成

（３）がん登録の推進
（２） がんと診断された時からの
緩和ケアの推進

がん対策推進基本計画中間評価の概要

重点的に取り組むべき課題

全体目標【平成19年度からの10年目標】

（４）働く世代や小児へのが
ん対策の充実

（１） がんによる死亡者の減少
（７５歳未満の年齢調整死亡率の２０％減少）

（２） すべてのがん患者とその家族の苦痛の軽減
と療養生活の質の維持向上

（３） がんになっても安心して暮
らせる社会の構築

・年齢調整死亡率の推移：92.4（2005年）→80.1（2013年）
減少傾向ながら、全体目標の達成が難しいという統計予測
も出ている。
・喫煙率減少、がん検診受診率向上をはじめとしたがん対策
のより一層の推進が必要。

第二期から

第二期から

・身体的苦痛や精神心理的苦痛の緩和が十分に
行われていないがん患者が３～４割ほどいる。
・引き続き、緩和ケア等の提供体制の検証と整備が
必要。

・家族に負担をかけていると感じていた
り、職場関係者等に気を使われている
と感じるがん患者が３割ほどいる。
・がんの教育・普及啓発、がん患者へ
の社会的苦痛の緩和等の取組をより
一層推進することが重要。

・拠点病院の指定要件の改正やがんプロ
フェッショナル基盤養成プラン等の取組に
より、一定の進捗が得られている。
・今後、系統的なデータ収集体制の整備や
先進的な放射線治療機器の適正配置に
ついての検討、がん診療に携わる専門医
のあり方についての検討等を推進するこ
とが重要。

・拠点病院の指定要件の改正により、診断
時から緩和ケアを提供する体制や専門家
による診療支援体制の整備が進み、医
師・看護師の意識の変化もみられた。
・拠点病院の医師に対して、緩和ケア研修
会を受講するよう促すとともに、在宅医等
が受講できる体制を構築することが必要。
・拠点病院以外の医療機関や緩和ケア病棟、
在宅医療等における緩和ケアを推進して
いくことが必要。

・平成25年12月にがん
登録が法制化。
・国民への周知が不十
分であり、より一層の
普及啓発が必要。

・関連部局と連携し、がん患者・
経験者の就労支援について検
討した。
・就労支援に関する既存の仕組
み・施策・制度を十分に理解し、
活用していくことが重要。
・小児がんについては、「小児が
ん拠点病院」及び「小児がん中
央機関」を指定した。



１．がん医療
①放射線療法、化学療法、手術療法のさらなる充実とチーム医療の推進
②がん医療に携わる専門的な医療従事者の育成
③がんと診断された時からの緩和ケアの推進
④地域の医療・介護サービス提供体制の構築
⑤医薬品・医療機器の早期開発・承認等に向けた取組
⑥その他（希少がん、病理診断、リハビリテーション）

２．がんに関する相談支援と情報提供

がん対策推進基本計画中間評価の概要
その他、分野別施策について

３．がん登録

４．がんの予防 ５．がんの早期発見

６．がん研究 ７．小児がん

８．がんの教育・普及啓発

９．がん患者の就労を含めた社会的な問題

・地域の医療・介護サービス提供体制の構築や、病理診断、リハビリテーション、がんの相談支援、たばこ対策・感染症に起因するがんへの対策をはじめとする
がんの予防に係る施策、がん検診の受診率向上をはじめとするがんの早期発見に係る施策等についても、一定の進捗が得られているが、基本計画で掲げた
目標達成に向けて、引き続き推進が必要。
・高齢化が進んでいる我が国の現状を鑑みて、がん患者が住み慣れた地域や住まいで療養生活を送ることができるよう、拠点病院等との連携を確保しつつ、在
宅医療・介護体制の整備等を進めることは喫緊の課題。
・希少がんについては、「希少がん医療・支援のあり方に関する検討会」の検討状況を踏まえ、診療体制や情報提供体制等を整備することが必要。
・がん研究については、「健康・医療戦略」及び「医療分野研究開発推進計画」に基づき、新たに設立されたＡＭＥＤによる管理の下、平成26年度からの「がん研
究１０か年戦略」に基づいて、関係省庁が一体となって推進することが重要。

がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項について

１．関係者等の連携協力の更なる強化 ２．都道府県による都道府県計画の策定

３．関係者等の意見の把握
７．基本計画の見直し

６．目標の達成状況の把握とがん対策を評価する指標の策定
４．がん患者を含めた国民等の努力

５．必要な財政措置の実施と予算の効率化・重点化

・がん対策の推進に当たっては、引き続き、国、地方公共団体と関係者等が、適切な役割分担の下、相互の連携を図りつつ一体となって努力していくことが重要
・本中間評価報告書の内容と、別途とりまとめた「今後のがん対策の方向性について」の内容を踏まえて、今後、がん対策推進協議会等で、具体的な数値目標
の設定を含めて、次期がん対策推進基本計画の策定に関する検討を行っていく必要がある。


